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プレストレストコンクリート有孔梁の
終局強度設計法の提案

浜原　正行＊1・浜戸　昇＊2・蔵田　富雄＊3・嶋司　靖彦＊4

1．は じ め に

PC規準 1）の開口部設計では，開口部のせん断破壊と曲
げ破壊が母材の曲げ破壊に先行しないよう検査を行ってい
る。その際，開口部のせん断破壊耐力はトラス機構，同曲
げ破壊モーメントはトラス機構の残余分で評価している。
また，開口間隔については，構造規定で制約しているだけ
である。
本報告で提案する設計法も，検査項目は PC規準を踏襲
した。ただし，PC規準における開口部のせん断破壊耐力
はアーチ機構を無視しているため，開口部のせん断補強が
過剰となることが少なくなかった。本設計法では，この問
題点を解消するために，開口部のせん断破壊耐力をトラ
ス，アーチ両機構の和で与え，曲げ破壊モーメントはトラ
ス機構の残余分とアーチ機構を考慮して誘導した。さらに
開口間隔については，アーチモデルを用いた設計式を提案
した。
本設計法の検討には，208体の実験資料 2～ 12）を用いた。
これらの中には，開口高さが梁せいの 1/2のものも多数あ
る。本研究では，このような試験体でも開口部破壊が確実
に回避できることを示し，開口高さ規定の緩和を試みた。

2．定　　　義

本研究で用いた用語の定義を以下に示す。
弦材：開口の上下にある材の総称
圧縮弦材：曲げによって圧縮力を受ける側の弦材
引張弦材：曲げによって引張力を受ける側の弦材
束材：隣接する開口間にある鉛直材
開口部：束材と弦材の総称
開口部の設計用応力：地震時では，母材曲げ破壊時また
は母材を含む架構機構時において開口部に作用する応力。

地震時以外では，PC技術基準第 14章の組合せから求まる
開口部に作用する応力のこと。

3．記　　　号

awp：束材あばら筋の総断面積
b, D	 ：梁の幅，梁の全せい
Dp	 ：束材のせい
Fc　	 ：コンクリートの設計基準強度
hc, ht	 ：圧縮弦材のせい，引張弦材のせい
ho, Lo	 ：開口の高さ，開口の長さ
jc　	 ： 圧縮弦材を通る主筋から圧縮弦材に配置した開

口部軸補強筋までの距離
jt　	 ： 引張弦材を通る主筋から引張弦材に配置した開

口部軸補強筋までの距離
jo　	 ：圧縮弦材重心から引張弦材重心までの距離
MD	 ：弦材の設計用曲げモーメント
Mou	 ：弦材の曲げ破壊モーメント
pw　	 ：弦材あばら筋比
pwn	 ：設計用せん断力から求まる弦材あばら筋比
Qa	 ：アーチ機構による弦材のせん断力
Qw	 ：トラス機構による弦材のせん断力
QD	 ：弦材の設計用せん断力
Qou	 ：弦材のせん断破壊耐力
QDp	 ：束材の設計用せん断力
Qpu	 ：束材のせん断破壊耐力
Tc　	 ：トラス機構による圧縮弦材の軸筋の引張力
Tt　	 ：トラス機構による引張弦材の軸筋の引張力
Thyc	 ：圧縮弦材の開口部軸補強筋の降伏荷重
Thyt	 ：引張弦材の開口部軸補強筋の降伏荷重
Tpyt	 ：引張弦材を通る PC鋼材の降伏荷重
Tryc	 ：圧縮弦材を通る梁主筋の降伏荷重

本研究では，トラス，アーチの両機構を考慮した開口部弦材の設計法とアーチモデルを用いた開口間隔の設計法を提案した。
本設計法の妥当性の検討には 208体の PC有孔梁の実験資料を用いた。これらの試験体の多くは，開口高さが梁せいの 1/2

となっており，さらに，これらの中には，母材破壊が先行したも含まれている。本研究では，このような試験体も含めて本設
計法によって開口部破壊が回避できることを示し，これを基に開口高さの上限を PC規準で規定している梁せいの 1/3から 1/2

に改めた。
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Tryt	 ：引張弦材を通る梁主筋の降伏荷重
Tyc，Tyt	：min（Thyc，Tryc），min（Thy，Tryt）
X　	 ：開口間隔
σwp	 ：束材あばら筋の降伏強度
σwy	 ：弦材あばら筋の降伏強度
ν　 ：コンクリート圧縮強度の有効係数
図 - 1に PC有孔梁の主な用語と記号を示す。

4．解析上の仮定

1）円形開口は，これと中心位置，面積が等しい正方形開
口に置換する 2〜 4）。

2）束材と弦材はフィーレンデール部材として取り扱い，
その反曲点は，それぞれの材の中央とした。

3）弦材の応力伝達は，下界定理に基づいたアーチ機構と
45度トラス機構によってなされる。

4）束材の応力伝達はアーチ機構によってなされる。
5）鋼材の引張強度と圧縮強度は規格降伏点，コンクリー
トの圧縮強度は設計基準強度とする。ただし，PC鋼材
については，圧縮強度を無視する。

5．検 査 項 目

本設計法では，設計用応力に対して開口部が破壊しない
よう，以下の検査を行う。
弦材での検査

Qou ≥ QD ……………………………………………（1）

Tyt ≥ Tt　　Tyc ≥ Tc …………………………………（2）
Mou ≥ MD ……………………………………………（3）

束材での検査
Qpu ≥ QDp ……………………………………………（4）

6．弦材のせん断破壊耐力と曲げ破壊耐力

6.1　せん断破壊耐力
4節でも述べたように，弦材のせん断破壊耐力は，図

- 2に示すようなトラス機構によるせん断力とアーチ機構
によるせん断力の和で与える。すなわち，

Qou＝pw･σwy･b･（jt＋jc）＋λc･b･hc（ν･Fc－2pw･σwy）/2
　　　＋λt･b･ht（ν･Fc－2pw･σwy）/2 …………（5）
ここに，λc＝√（Lo/hc）2＋1－（Lo/hc）
　　　　λt＝√（Lo/ht）2＋1－（L/ht）

（5）式中，νはコンクリート圧縮強度の有効係数であり，
PC規準 1）に倣い，（6）式で与えた。

ν＝α･Lr　　ただし，1 ≥α≥ 0.65 ………………（6）
ここに，α＝√60/Fc　　ただし，α ≤1，Fc（N/mm2）
　　　　Lr＝ Lo/{2（hc＋ht）}
（5）式を pwを含む項とそれ以外の項に分けて表現する
と，弦材のせん断破壊耐力は，最終的に（7）式のようになる。

Qou＝ Qa＋ Qw ……………………………………（7a）
Qa＝λc･Cmc＋λt･Cmt ………………………… （7b）
Qw＝ pw･ σwy･Atr …………………………………（7c）
ここに，Cmc＝ν･Fc･b･hc/2　　　Cmt＝ν･Fc･b･ht/2

図 - 1　記号の定義

図 - 2　弦材におけるせん断抵抗機構
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　　　　Atr＝ b･（jc＋ jt－λc･hc－λt･ht）
（7b）式をアーチ機構によるせん断力，（7c）式をトラス機
構によるせん断力と定義する。
設計用せん断力 QDに対して必要とされる弦材のあばら

筋比は，（7a）式に（7c）式に代入したものを設計用せん断
力に等置し，さらにこれを pwについて解くことにより，
（8）式のように求まる。

pwn＝（QD－ Qa）/（σwy･Atr） …………………（8）
ただし，Qa ≥ QDの場合は，pwn＝ 0

圧縮弦材または引張弦材のトラス機構によるせん断力 Q

とコンクリートの圧縮力 Nは図 - 3中のΔABCとΔDEF

における釣合条件より，それぞれ（9a）式と（9b）式で与え
られる。

Q＝ pwn･ σwy･b･j …………………………………（9a）
N＝ pwn･ σwy･b･j ……………………………… （9b）
4 . 仮定 2）より，弦材両端部のトラス機構による曲げ

モーメントは，（10）式のようになる。
M＝（Lo/2）･Q＝（Lo/2）･pwn･σwy･b･jt ………… （10）

図 - 3より，弦材両端部の抵抗モーメントは（11）式で
与えられる。

M＝（j/2）･（C＋ T） …………………………… （11）
一方，同位置における軸方向力の釣合より，（12）式を
得る。

C＝ T－ N＝ T－ pwn･ σwy･b･j ……………… （12）
（12）式を（11）式に代入したものを（10）式に等置し，

Tついて解くと，（13a）式を得る。
T＝ pwn･ σwy･b･（Lo＋ j）/2 ……………………（13a）

（13a）式を（12）式に代入すると，（13b）式を得る。
C＝ pwn･ σwy･b･（Lo－ j）/2 ……………………（13b）

（13a）式と（13b）式を圧縮弦材と引張弦材に適用すると
（14a）式，（14b）式のようになる。

Tc＝ pwn･ σwy･b･（Lo＋ jc）/2
圧縮弦材：　　　　　　　　　　　　　………（14a）Cc＝ pwn･ σwy･b･（Lo＋ jc）/2

Tt＝ pwn･ σwy･b･（Lo＋ jt）/2
引張弦材：　　　　　　　　　　　　　………（14b）Ct＝ pwn･ σwy･b･（Lo－ jt）/2

6.2　開口位置の曲げ破壊モーメント
式の誘導に際しての方針　図 - 4に示すように，開口の

反曲点位置の曲げ破壊モーメントは，それぞれ（15a）式と
（15b）式によって与えられる。

Ncu < Ntuの場合：Muo＝ Ncu･jo …………………（15a）
Ntu < Ncuの場合：Muo＝ Ntu･jo …………………（15b）
ここに，Ncu，Ntuは，それぞれ圧縮弦材と引張弦材の軸

方向耐力であり，後述するように，それぞれトラス機構，
アーチ機構によるコンクリート圧縮応力と鋼材応力の和で
与えられる。弦材の曲げ破壊モーメントに極値を与えるた
めには，圧縮弦材では，鋼材を圧縮強度に設定し，アーチ
機構によるコンクリート圧縮応力をできるだけ大きく取る
必要がある。一方，引張弦材では，鋼材を引張強度に設定
し，アーチ機構による圧縮応力は，圧縮弦材とは逆にでき
るだけ小さくする必要がある。
軸方向鉄筋の応力　（15a）式，（15b）式からも分かるように，
開口位置での曲げ破壊モーメントは圧縮弦材の軸方向力が
圧縮強度に達したとき，または引張弦材では引張強度に達
したときに最大となる。一方，軸方向鉄筋には，弦材のあ
ばら筋に見合うトラス機構を成立させるために必要な応力
が生じている。軸方向鉄筋の強度は，この成分を差し引い
ておく必要がある。
トラス機構が形成されているとき，弦材の左端と右端に
の軸方向の鉄筋に働く力には（16）式に示す差が生じて

いる。
S＝ Tc＋ Cc＝ Tt＋ Ct ………………………………⒃

（16）式に（14）式を代入すると，（17）式を得る。
S＝ Tc＋ Cc＝ Tt＋ Ct＝ pwn･ σwy･b･Lo …………⒄
反曲点位置の軸方向鉄筋の応力は，図 - 5に示すよう

図 - 3　トラス機構による軸筋の応力

図 - 5　軸方向鉄筋の応力

図 - 4　弦材の曲げ破壊モーメント
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に，圧縮弦材は圧縮をプラス，引張弦材は引張をプラスに
取ると，それぞれ（18a）式，（18b）式によって与えられる。

Trc＝ Tryc－ S/2＝ Tryc－ pwn･ σwy･b･Lo/2
　 ·····（18a）Thc＝ Thyc－ S/2＝ Thyc－ pwn･ σwy･b･Lo/2

Trt＝ Tryt－ S/2＝ Tryt－ pwn･ σwy･b･Lo/2
　 ·····（18b）Tht＝ Thyt－ S/2＝ Thyt－ pwn･ σwy･b･Lo/2

圧縮弦材と引張弦材の軸方向力　圧縮弦材と引張弦材のコ
ンクリートの圧縮力は，トラス・アーチ両機構によるもの
を考慮すると，それぞれ（19a）式，（19b）式で与えられる。

Ccc＝ Cac－ pwn･ σwy･b･（hc－ jc） ………………（19a）
Cct＝－ Cat＋ pwn･ σwy･b･（ht－ jt） ……………（19b）
ここに，Cac： 圧縮弦材のアーチ機構によるストラット

応力の水平方向成分
　　　　Cat： 引張弦材のアーチ機構によるストラット

応力の水平方向成分
図 - 6に示すように，圧縮弦材と引張弦材の反曲点の
軸方向力は，鋼材応力とコンクリート応力の和で与えられ
るから，それぞれ（20a）式，（20b）式のようになる。

Ntu＝ Tryt＋ Thyt＋ Tpyt－ Cat

－ pwn･ σwy･b･（Lo－ ht＋ jc） ………………（20b）
Ncu＝ Cac＋ Tryc＋ Thyc

－ pwn･ σwy･b･（Lo＋ hc－ jc） ………………（20a）
圧縮弦材に関する曲げ破壊モーメント Mucと，引張弦材
に関する曲げ破壊モーメント Mutは，それぞれ（21a）式，
（21b）式で与えられる。

Muc＝ Ncu･jo

　　Cac＋ Tryc＋ Thyc
＝｛　　　　　　　　　　　　　｝･jo …………（21a）
　　－ pwn･ σwy･b･（Lo＋ hc－ jc）
Mut＝ Ntu･jo

　　Tryc＋ Thyt＋ Tpyt－ Cat
＝｛　　　　　　　　　　　　　｝･jo …………（21b）
　　－ pwn･ σwy･b･（Lo－ ht＋ jt）
弦材の曲げ破壊モーメントは，圧縮弦材に関する曲げ破
壊モーメントと引張弦材に関する曲げ破壊モーメントのう
ち，いずれか小さいほうの値として評価できる。すなわ
ち，

Muo＝ min（Muc，Mut） ………………………………（22）
アーチ機構によるストラット応力の水平方向成分　弦材の
設計用せん断力 QDが，（6b）式によるアーチ機構によるせ

ん断力 Qa以上の場合，（21a）式と（21b）式中の圧縮弦材と
引張弦材におけるアーチ機構による斜め圧縮力の水平成分
Cac，Catは，それぞれとして（23a）式で与えられる。
　　　　　　Cac＝ CmcQD≧ Qaの：　　　　　 …………………………（23a）
　　　　　　Cat＝ Cmt

（21a）式より，圧縮弦材に関する曲げ破壊モーメント
Mucは Cacを大きく設定すれば増加し，これとは逆に，引
張弦材に関する曲げ破壊モーメント Mutは，（21b）式より，
Catを小さくとれば増加する。これより，設計用せん断力
QDが，（7b）式に示すアーチ機構によるせん断力 Qa未満か
つ圧縮弦材のアーチ機構によるせん断力の極大値λ c･Cmc

以上の場合，圧縮弦材のせん断力をλc･Cmcと置き，残余
分 QD-λc･Cmcを引張弦材に負担させればいいことになる。
この圧縮弦材と引張弦材のせん断力に対応する圧縮力 Cac，
Catは，（23b）式で与えられる。

Qa > QD ≥λc･Cmc　　Cac＝ Cmc

　　　　　　　　：
　　　　の場合　　 Cat＝（QD－λc･Cmc）/λt

…………………（23b）
設計用せん断力 QDが，圧縮弦材のアーチ機構によるせ
ん断力の極大値λc･Cmc未満の場合，圧縮弦材のアーチ機
構によるせん断力が QDに等しくなるまで Cacを増加させ
る。アーチ機構によるせん断力 Cacは，図 - 7中の曲線で
示すように，Cac＝ Cmcで極値のλc･Cmcを取り，Cac＝
2･Cmcでゼロとなる。簡単のため，この二点を直線補間し
QD時の Cacを求めると，（23c）式が得られる。

Cac＝ 2･Cmc－（QD/λc）QD<λc･Cmcの場合：
Cat＝ 0

…………………（23c）

7．束材のせん断破壊耐力 2）

束材では，図 - 8に示すように束材あばら筋の張力と
束材を対角線に結ぶ圧縮ストラットによって構成されるア
ーチ機構によってせん断伝達がなされるものとした。この
ような抵抗機構の下では，束材せん断終局強度は（24）式
で与えられる。

　　　　　 2Tw　　Tw　　　 ho　　 hoQpu＝Cm･［√――－（――）2＋（――）2－――］ ………（24）　　　　　 Cm　　Cm　　　Dp　　 Dp

ここに，Tw＝ awp･ σwp　　Cm＝ν･Fc･b･Dp/2

図 - 6　圧縮弦材と引張弦材の軸方向力
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周知のように，（24）式は，Tw＝ Cmで極大値を取り，Tw

＜ Cmの条件下では，束材あばら筋の応力度がその降伏強
度σwpに達したとき最大となる。しかしながら，文献 3）
では，Tw < Cmであるにもかかわらず，束材あばら筋がσwp

に達する前に，束材の終局強度が最大荷重に達する場合が
あることが実験的に明らかになった。これは，束材あばら
筋には補強限界が存在することを意味している。このよう
なことから Twの上限値を（25）式のように設定した。この
式は，この試験体の最大荷重から束材あばら筋の降伏荷重
Twを逆算し，係数を安全側となるように定めたものであ
る。

Tw＜ Twu ……………………………………………（25a）
ここに，Twu＝ 0.15･b･Dp･Fc ……………………（25b）

8．実験結果との比較

8.1　検討に用いた実験資料
検討に用いた実験資料は文献 3）～13）に掲載されてい
る試験体総数 208体の実験資料である。
8.2　弦　　材
図 - 9は Y軸に最大荷重 Qu（実験）を母材曲げ破壊時

に開口中心に作用するせん断力 QDで除したものを，X軸
に弦材の耐力 Qu（弦材）を QDで除したものを取り，8.1
の実験資料から束材破壊した資料を除いた 193体分の結果

をプロットしたものである。弦材の耐力は，（26）式で与え
た。

Qu（弦材）＝ min（Qou，Mou時の弦材せん断力） ……（26）
Qu（弦材）と QDは材料試験結果を用いて算定した。
図 - 9より，Qu（弦材）/QD≧ 1（すなわち，Qou > QDか

つ Mou ≥ MD）を満たす試験体は，開口高さが梁せいの 1/2

の実験資料（図中●）も含めて，すべて母材破壊が先行し
ていることが分かる。この結果は，（1）式～（3）式を満足す
る試験体は，母材破壊先行が保証されていることを示して
いる。また，本設計法は開口高さが梁せいの 1/2の実験資
料にも適用可能であったことを勘案し，圧縮弦材と引張弦
材のせいを以下のように規定する。

hc ≥ 1/4，　ht ≥ 1/4··························································（27）
8.3　束　　　材
弦材の破壊は試験体の耐力を支配するが，束材の破壊は
試験体の耐力低下に結びつかない場合がある。これは，束
材が破壊しても弦材に余力があれば耐力上昇を続けること
ができるからである 10）。このようなことから，束材につ
いては，最大荷重ではなく，破壊モードによって検討する。

図 - 10は，Y軸に母材曲げ破壊時に束材に入力するせ
ん断力 QDPを（24）式による Qpuで無次元化したものを，X

軸に最大荷重時に束材に入力するせん断力（Qpmax）を束材
断面積と√Fcの積で除した値を取り，8.1で述べた資料の
内，複数開口を有する 57体の実験資料の結果をプロット
したものである。図 - 10より，QDp/Qpu≦ 1（すなわち，
Qpu>QDP）を満たす試験体（図中，△，○）は束材での破
壊が回避されていることが分かる。この結果は，（4）式を
満足する試験体は，束材破壊先行が回避されていることを
意味している。

9．設　計　例

9.1　設計の対象とした建物の概要
設計の対象とした建物は，柱を RC造，梁を PC造とし
た X方向スパン 15 m，Y方向スパン 6 mの 4階建の事務

図 - 8　束材のせん断伝達機構

図 - 7　Qac –Cac 関係

図 - 9　Qu（実験）/QD と Qu（弦材）/QD の相関
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所ビルである。ここでは，図 - 11に示す Y方向 2階梁に
直径 500 mmの開口をスパンに関して正対称に設置したケ
ースについて検討する。材料諸元は Fc＝ 30 N/mm2，Tpy

＝ 1 404 kN（5-12.7φ，材種 SWPR7B），Try＝ 875 kN（5-D25，
材種 SD345），pw ＝ 0.42％（□ D13@100，材種 SD295）
である。

9.2　設計方針と設計用応力
設計方針本建物は，両方向ともに純ラーメン構造で地震
力により支配される建物であるため，安全を考慮して設計
ルート 3a（終局強度設計）とする。表 - 1に開口部の設
計用応力の考慮すべき組合せを示す。

母材曲げ破壊モーメントと設計用応力
T＝ 1.1･Try＋ Tpy＝ 1.1× 875＋ 780＝ 1 742 kN

正側：xn�＝T /（B･Fc）＝1 742/（1 200×0.03×1 000）　　 

＝0.048 m

MB＝ 1.1･Try･dr＋ Tpy･dp－ T･xn/2

＝1.1×875×0.95＋780×0.85－1 742×0.048/2＝1 536 kNm

負側：xn�＝ T/（b･Fc）＝1 742/（600 × 0.03 × 1 000）　　 

＝ 0.096 m

MB＝ 1.1･Try･dr＋ Tpy･dp－ T･xn/2

＝ 1.1× 875× 0.95＋ 780× 0.85－ 2 366× 0.096/2

＝ 1 464 kNm

図 - 12に各状態における弦材位置の応力，表 - 2に弦
材の設計用応力を示す。設計ではもっとも条件の厳しい母
材曲げ破壊時における応力の組合せ（G＋ P＋ 1.2M＋ X）
で検討する。
束材の設計用せん断力は，自重，仕上＋積載，不静定応
力時がいずれもゼロであるから，母材曲げ破壊時の検討の
みを行えばいいことになる。すなわち，

QDp＝ 1.2QM（X/jo）＝1.2× 588×（1.5/0.744）＝ 1 423 kN

9.3　弦材の設計
準備計算
ν＝ 0.65　Lo＝（√π/2）× 500＝ 443 mm

hc＝ ht＝ h＝（1000－443）/2＝ 278.5 mm

Lo/h＝ 443/278.5＝ 1.59

λc＝λt＝√（Lo/h）2＋1－（Lo/h）
＝√1.592＋1－1.59＝ 0.288

Atr＝ b･（jc＋jt－λc･hc－λt･ht）
＝ 600×（2× 101.5－2× 0.288× 278.5）
＝ 25.55× 103 mm2

Cm＝ν･Fc･b･h/2

表 - 1　弦材の設計用応力の考慮すべき組合せ

状態 設計用せん断力 QD 設計用曲げモーメント MD

常時時
1.7（QG＋ QP）＋ QX 1.7（MG＋ MP）＋ MX

1.2QG＋ 2.0QP＋ QX 1.2MG＋ 2.0MP＋ MX

地震時 QG＋ QP＋ QX＋ 1.2QM MG＋ MP＋ MX＋ 1.2MM

積雪時 QG＋ QP＋ QX＋ 1.4QS MG＋ MP＋ MX＋ 1.4MS

暴風時 QG＋ QP＋ QX＋ 1.6QW MG＋ MP＋ MX＋ 1.6MW

上表中の添え字は以下の状態を示す。
G：固定荷重時，P：積載荷重時，M：部材のメカニズム時
K：地震時，X：プレストレスによる不静定二次応力

表 - 2　弦材の設計用応力

　 QD（kN） MD（kNm）
1.7（G＋P）＋X 1.7･（11＋ 1）＝20.4 1.7･（21＋2）＋.85･172＝185

1.2G＋2P＋X 1.2･11＋2･1＝15.2 1.2･21＋2･2＋.85･172＝175

L-R G＋P＋1.2M＋X 11＋1-1.2･588＝-693 21＋2＋.85･172＋1.2･477＝741

R-L G＋P＋1.2M＋X 11＋1＋1.2･588＝717 21＋2＋.85･172-1.2･405＝-316

図 - 10　QDP/Qpu と Qpmax/（bDp √Fc ）の相関

図 - 12　設計用応力図 - 11　設計例の有孔梁の概要
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＝ 0.65× 0.030× 600× 278.5/2＝ 1 629 kN

開口部のせん断破壊耐力（R-L で検討）
Qac＝ Qat＝λ･Cm＝ 0.288× 1629＝ 469.2 kN

Qa＝ Qac＋ Qat＝ 2× 469.2 kN＝ 938.4 kN

Qw＝ pw･ σwy･Atr

　　＝ 0.0042× 0.295× 25.55× 103＝ 31.6 kN

Quo＝ Qa＋ Qw＝ 938.4＋ 31.6＝ 970.0>QD＝ 717 kN

Qa＝ 938.4>QD＝ 717 kNであるので，pwn＝ 0

曲げに対する検討：L-R（下弦材が引張弦材で検討）
MD＝ 741kNm　QD＝ 693 kN

Qa>QD>λ･Cm＝ 469.2より，Cac＝ Cm＝ 1 629 kN

Cat＝（QD－λ･Cm）/λ
＝（693－469.2）/0.288＝ 777.1 kN

圧縮弦材，引張弦材とも，開口部軸補強筋に 2-D25（材
種 SD345）を使用すると，Thy ＝ 345 × 1 014/1 000 ＝
350 kN

Muc＝（Tryc＋ Thy＋ Cac）･jo

＝（875＋ 350＋ 1 629）× 0.744＝ 2 123 kNm

Mut＝（Tryc＋ Thy＋ Tpyt－ Cat）･jo

＝（875＋ 350＋ 780－ 804.9）× 0.744＝ 892.9 kNm

Mou＝ min（Muc，Mut）＝ 892.9 kNm>MD＝ 741 kNm

9.4　束材の設計
（24）式を束材の断面積について解くと，下式を得る。

awp＝ Cm｛ 1－√1－qDp
2－2rh･qDp｝/σwp

ただし，awp≤0.15b･Dp･Fc/σwp

ここに，Cm＝ν･Fc･b･Dp/2　rh＝ ho/Dp

　　　　qDp＝ QDp/Cm

Dp＝ X－ Lo＝ 1 500－ 443＝ 1 057 mm

Cm＝ν･Fc･b･Dp/2＝0.65×0.03×600×1 057/2＝6 183 kN

rh＝ ho/Dp＝ 443/1 057＝ 0.419

qDp＝ QDp/Cm＝ 1 423/6 183＝ 0.230

awp＝ 6 183×｛ 1－√1－0.2322－2×0.419×0.232｝/0.295

＝ 2 787 mm2⇒ 11-□ D13

図 - 13に配筋詳細を示す。

10．ま　と　め

本研究では，検査項目等の設計における基本的な枠組は
PC規準の開口部設計法を踏襲し，開口部の曲げ破壊耐力
とせん断破壊耐力を以下のように評価した PC有孔梁の設

計法を提案した。
1）開口部弦材のせん断破壊耐力と曲げ破壊モーメントを
下界定理に基づいたトラス機構とアーチ機構による和で
与えた。

2）アーチ機構による開口間隔の算定式を誘導した。
本研究で提案した設計法の適合性を検討は，208体の

PC有孔梁の実験資料を用いて行った。その結果，本設計
法を適用すれば開口部破壊が回避できることが分かった。
さらに本設計法では，開口高さが梁せいの 1/2のものも含
めて適用可能であることを受け，開口高さの上限を梁せい
の 1/2まで緩和した。
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図 - 13　開口部配筋詳細
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